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Retailers sell goods and services as part of economic activities. Primary 
purpose of the retailers is to raise their revenue. Among those retailers, 
especially the local retailers not only sell goods and services, but they also 
operate activities, such as local community events and safety protection of the 
community. 
In order to secure their earnings and address their local issues, shopping 
districts in the local communities often operate activities in cooperation with 
the private businesses and NPOs. Previous studies of local retailers have also 
pointed out the importance of the cooperation. However, there have not been 
enough discussions to consider the purpose of cooperation and the 
methodologies to execute the activities based on the cooperation. 
The purpose of this paper is two things. One is to reveal the activity 
practices based on the cooperation from social capital perspectives. The other 
one is to obtain the implications for the effective way of cooperation to let both 
economic factors and social factors coexist. 




























                                                     
1 その他の関連する研究を含めた詳細は新島（2015b）p.6-9 に整理している。 
2 2009 年 1 月に中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会商業部会がとりまとめた「『地域コミュ
ニティの担い手』としての商店街を目指して～様々な連携によるソフト機能の強化と人づくり～」
において、タイトルにもあるように、商店街と外部組織が連携する重要性が指摘されている。 








係性」の 2 軸を用いた 4 つの類型を提示して、類型ごとに該当する商店街の事例分析を行




















































                                                     
3 これらの問題については、たとえば石原（2006, 2007）、渡辺（2014）などを参照されたい。 










もの」という共通の概念基盤を有している（Coleman1990; Burt1992; Putnam1993, 1995, 








































































インフォーマル 動態的有志連携 静態的有志連携 












ち、2016 年 3 月時点で、同法の認定を受けた全 116 商店街のうち 91 商店街の事業期間が
－ 8 － 
終了している。そのなかから、とくに人口規模が小さく人口減少率も高い市町村に立地す
る商店街6 のうち、連携に基づいた事業活動を明示的に確認できる 13 商店街のなかで、ヒ
アリング調査を実施できた 10 商店街を調査対象としている。 
 





事業者 認定日 事業期間 
近隣・地域型 
福岡県飯塚市 飯塚市本町商店街振興組合 H21.10.9 H21.10~H26.3 
広島県呉市 呉中通商店街振興組合 H21.10.9 H21.10~H26.3 
熊本県人吉市 きじ馬スタンプ協同組合 H21.10.9 H21.10~H24.3 
福岡県大川市 大川商店街協同組合 H22.3.31 H22.4~H25.3 
新潟県小千谷市 小千谷市東大通商店街振興組合 H22.6.21 H22.8~H25.3 
広域・超広域型 
青森県青森市 青森市新町商店街振興組合 H24.4.13 H24.4~H27.3 
山形県山形市 七日町商店街振興組合 H22.3.3 H22.4～H25.3 
北海道室蘭市 中島商店会コンソーシアム H23.4.18 H23.4~H26.3 
秋田県秋田市 秋田市駅前広小路商店街振興組合 H24.4.13 H24.4~H26.3 






































図 1 呉市および呉中通商店街振興組合の位置図 
出所：Google map 
 
呉市の小売商業について、表 3 で 2002 年から 2012 年までの 10 年間の推移を見ると、
いずれの数値も長期的には減少傾向にある。一方で、図 2 に示した同じ期間の大型小売店
の店舗数と売場面積に微増していることを踏まえると、市内の小売店舗の売場効率が低下






－ 10 － 
傾向にあることがうかがえる。 
 
表 3 呉市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 2,550 13,803 197,849 231,805 
2004 年 2,539 13,222 191,677 236,273 
2007 年 2,727 14,359 221,368 308,985 
2012 年 1,873 9,790 162,364 214,991 
出所：「商業統計」各年版、「経済センサス」（平成 24 年）をもとに作成 
 
 





















































事業計画における数値目標では、休日の歩行者通行量を 2005 年度の 39,072 人から 5%
増加（40,200 人）させ、商店街販売額を 2007 年度の 106 億円を維持するとしていた。結

















図 3 呉中通商店街振興組合の連携の構図 
 
 
呉中通商店街 子育て支援 NPO 
ペアーレ呉 
観光 NPO 

























1970 年には 5.1 万人であったが、2016 年現在は約 3.8 万人である。 





表 4 大川市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 596 2,687 36,240 87,389 
2004 年 565 2,622 33,761 72,346 
2007 年 483 2,380 33,422 78,426 
2012 年 354 1,732 28,245 65,662 
出所：「商業統計」各年版、「経済センサス」（平成 24 年）をもとに作成。 
大川商店街協同組合 
大川商店街協同組合 
－ 14 － 
 




















夫を施した。共同店舗は 3 階建てで延床面積は 1,520 ㎡、うち売場面積は 1,074 ㎡、その
他多目的ホールや倉庫等で 446 ㎡である。現在は、開設当初からの 6 名の組合員（輸入雑
－ 15 － 





























図 6 大川商店街協同組合の連携の構図 
 大川商店街 家具卸売業者など 










事業期間終了後の 2013 年度には 11 万人に増加させ、空き店舗数を 2009 年度の 2 店舗か
ら 2013 年度にはゼロにするとしていた。実施期間終了後、2013 年度の利用客数は約 6 万


























－ 17 － 
人吉市の小売商業について、表 5で 2002年から 2012年までの 10年間の推移を見ると、
いずれの数値も減少傾向にある。とりわけ年間商品販売額は、ほかの項目と比べて減少率
が高く、10 年間で約 7 割まで減少している。 
 
表 5 人吉市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 599 3,482 51,242 77,274 
2004 年 586 3,438 51,043 75,473 
2007 年 534 3,240 46,172 74,349 
2012 年 395 2,322 36,493 62,937 













－ 18 － 






























－ 19 － 
するポイントカードが混在している状況にあった。そのため同商店街は、利用者の利便性
や新規顧客の獲得に向けた PR などを考慮して、2008 年ごろから全店に端末を導入するこ
とでポイントカードへの一元化を検討していた。その 1 年後の 2009 年に地域商店街活性
化法が施行され、同法の認定を受けると端末導入に対しても補助が可能であることから申
請に至ったという。なお、ポイントカード端末を導入する際、新たな仕組みとして満点の
ポイントカードを 500 円の買い物券として商店街で利用できるようにした。2015 年 9 月
時点で、ポイントカードの会員は 700 名であるという。 






















図 9 きじ馬スタンプ協同組合の連携の構図 
 社会福祉協議会 
  きじ馬スタンプ 農産物生産者 タクシー会社 





－ 20 － 
物をして届ける買い物代行事業を展開している。「くま川軽トラック市」事業と「ポイント






事業計画における数値目標では、商店街来街者数を 2006 年度の数値（1,040 人）から





 釧路市は北海道東部の太平洋側に位置している（図 10）。同市の人口は 2016 年時点で


















－ 21 － 
近年は、民間企業の営業所が撤退するケースも出始めているため、出張者の宿泊需要を











貨店も 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて撤退し、現在も跡地利用の目処が立って
いない。こうした状況を踏まえても、中心市街地の商業は厳しい状況に置かれているとい
えるだろう。 





表 6 釧路市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 1,844 13,228 212,102 241,082 
2004 年 1,573 11,422 187,211 210,805 
2007 年 1,033 7,723 139,648 219,283 
2012 年 1,119 9,073 177,649 204,693 
出所：「商業統計」各年版、「経済センサス」（平成 24 年）をもとに作成。 
 
－ 22 － 
 





















め、2012 年 3 月、理事長を含めた有志のメンバーでまちづくり会社として「株式会社釧







2012 年 4 月に地域商店街活性化法の認定を受け、まちづくり会社は、以前に地元百貨
店の丸三鶴屋が入居していた空きビルの１階（426 ㎡）を建物所有者から賃借したうえで
改装し、2012 年 8 月に「幣舞ふれあいホ－ル」（以下、ホール）を開設した（図 3）。改修

















































































問題が深刻化している状況にある。なお、青森市の小売商業について、表 7 で 2002 年か




表 7 青森市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 3,164 19,877 340,552 376,303 
2004 年 3,134 20,531 353,292 413,239 
2007 年 1,884 14,673 278,095 378,202 
2012 年 1,968 14,456 300,602 356,758 
出所：「商業統計」各年版、「経済センサス」（平成 24 年）をもとに作成 
－ 26 － 




















図 14 青森市内の大型小売店の店舗数・売場面積の推移 
出所：「全国大型店総覧」東洋経済社、各年版をもとに作成。 








































































 商店街ツアー アート縁日 
商店街マップ 
子育てサークル 






－ 29 － 
人）から 5%増加（46,500 人）させ、②空き店舗数を 2010 年度の 26 店舗から 20 店舗へ
と減少させ、③商店街全体の販売額を 2010 年度の数値を維持させるとしていた。実施期
間終了後、①商店街来街者数は 41,920 人で目標には届かなかったが、②空き店舗数は 16





 山形市は県東南部に位置している。市街地は中心部にある JR 山形駅を中心に形成され
ており、西側の田園地帯、東側の奥羽山脈によって囲まれている（図 16）。市内には南北
に JR 奥羽本線が走り、山形駅は 1992 年から新幹線の降車駅となっている。山形市の東





















－ 30 － 
次に山形市全体の小売商業について概括的に確認したい。2002 年から 2012 年までの
10 年間の推移を表 8 で見ると、いずれの数値も減少傾向にある。特に事業所数は約 6 割に
まで減少していることがわかる。 
 
表 8 山形市の小売構造の変化（2002 年～2012 年） 
年 事業所数（店） 従業者数（人） 販売額（百万円） 売場面積（㎡） 
2002 年 3,170 19,985 342,549 410,206 
2004 年 3,028 19,223 328,772 404,755 
2007 年 2,772 18,377 321,780 402,577 
2012 年 1,955 13,836 288,011 351,921 

















で出店した。なお、市内における大型店の出店状況の推移は図 17 の通りである。 
 
3.7.2 七日町商店街振興組合の概要 
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